
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 沖縄県 浦添市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●人件費：人口１人当たりの額について、類似団体平均と比較すると、12.5％減少し、人件費に係る経常経費比率は僅かながら低い位置
にある。人件費については、職員数の削減（725人→716人）を図る等の抑制をしてきたが、今後においても職員定数の削減など行財政改
革への取り組みをとおして人件費の削減を図る。

●物件費：人口１人当たりの額について、類似団体平均と比較すると、5.6％減少し、物件費に係る経常経費比率は類似団体平均と比較
すると、0.6％増加し、僅かながら高い位置にある。港川共同調理場調理等の業務委託や浦添市立体育施設管理運営の指定管理委託
等、事業の民間委託や指定管理者制度への移行による経費節減を図ったことにより、職員人件費から委託料（物件費）へシフトしている。
このことは、物件費が上昇しているのに対し、人件費（退職金を除く）が低下傾向にあるという比率の推移にも現れている。今後も学校給
食業務の民間委託（１調理場）や保育所の調理業務委託など、行財政改革の取り組みを実施する。

●扶助費：扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を3.9ポイント上回り、今後も上昇傾向にある。その要因として、児童手当(子ども
手当)事業や法人保育所運営費負担金・補助金の伸び、生活保護費等の額が膨らんでいること等が挙げられる。本市は、待機児童の緩
和策として、法人保育所の増改築を年次的に推進していることからその運営費負担金等の抑制は困難であるが、生活保護の資格審査等
の適正化を図ることで、適正規模の歳出となるよう努める。

●補助費等：補助費等その他に係る経常経費比率が類似団体を大幅に下回っているのは、各種団体への補助金負担金を平成16年度を
基準に原則20％減（平成17年度10％、平成18年度追加10％減）しているためで、今後も適切な支出に努める。

●公債費：地方債の元利償還金や公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの準元利償還金を含めたベースでは、人口１人当たり
の決算額は類似団体平均と比較すると38.6％、公債費に係る経常経費比率は類似団体平均を1.4ポイント上回っている。年々公債費は増
加傾向にあり、後年度の財政運営に及ぼす影響を十分考慮し、健全な財政運営に努める。

●その他：その他に係る経常収支比率は、類似団体平均と比較すると0.1ポイント増加しているが、本市においては、繰出金が年々増加傾
向にある。主な要因は、国民健康保険事業会計の財政状態の悪化に伴い、赤字補てん的な繰り出し金が多額になっていることや、那覇
港管理組合への負担金、下水道事業会計、後期高齢者医療関連の繰出金等が主な要因である。下水道事業については経費の節減をす
るとともに、料金の値上げによる健全化、国民健康保険事業会計においても国民健康保険料の適正化を図るなど、普通会計の負担額を
減らしていくよう努める。

●普通建設事業費：普通建設事業の人口１人当たりの決算額は対前年比18.3％減少している。主な要因として、てだこホール建設事業の
皆減、仲西中学校屋内運動場改築事業の皆減、浦添中学校屋内運動場改築及びプール新設事業の皆減によるものである。しかし類似
団体平均と比較するといまだ11.5％上回っており、今後も南第一地区土地区画整理事業の推進や学校等の年次的な増改築等の事業も
予定されているため、真に必要な事業を優先した適正規模の普通建設事業費となるよう努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 6,285,564 56,994 65,140 ▲ 12.5
賃金（物件費） 462,801 4,196 3,561 17.8
一部事務組合負担金（補助費等） 39,674 360 2,407 ▲ 85.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 340 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 448,384 4,066 2,763 47.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 270,202 2,450 852 187.6
▲退職金 ▲ 780,458 ▲ 7,077 ▲ 8,321 ▲ 15.0
合計 6,726,167 60,989 66,742 ▲ 8.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.48 6.37 0.11
ラスパイレス指数 97.5 100.1 ▲ 2.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

3,354,739 30,419 23,964 26.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 65 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 300,500 2,725 6,866 ▲ 60.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

94,819 860 1,854 ▲ 53.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

883 8 1,328 ▲ 99.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 8 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,857,881 ▲ 16,846 ▲ 21,700 ▲ 22.4

合計 1,893,060 17,165 12,384 38.6
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

8,125,657 75,922 ▲ 13.2 39,069 ▲ 16.4 3.2

うち単独分 1,615,942 15,099 ▲ 15.7 22,097 ▲ 16.9 1.2

7,784,735 72,094 ▲ 5.0 39,137 0.2 ▲ 5.2

うち単独分 1,537,163 14,236 ▲ 5.7 25,572 15.7 ▲ 21.4

7,302,202 67,173 ▲ 6.8 34,575 ▲ 11.7 4.9

うち単独分 1,995,499 18,357 28.9 20,711 ▲ 19.0 47.9

5,020,564 45,903 ▲ 31.7 34,382 ▲ 0.6 ▲ 31.1

うち単独分 1,328,180 12,144 ▲ 33.8 19,677 ▲ 5.0 ▲ 28.8

4,135,819 37,501 ▲ 18.3 33,622 ▲ 2.2 ▲ 16.1

うち単独分 1,433,712 13,000 7.0 18,856 ▲ 4.2 11.2

過去５年間平均 6,473,795 59,719 ▲ 15.0 36,157 ▲ 6.1 ▲ 8.9

うち単独分 1,582,099 14,567 ▲ 3.9 21,383 ▲ 5.9 2.0
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